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未成年後見制度とは 

 

 未成年後見制度とはどのような制度でしょうか。未成年

後見人は，どのような仕事をするのでしょうか。 

 

 

 未成年後見制度とは，親権者の死亡などにより親権者が不在と

なった未成年者を法律的に保護し，支えるための制度です。未成

年後見人（以下，本冊子では「後見人」と表記します。）は，未

成年者の監護教育等の権利・義務があり，未成年者の財産を管理

します。また，行った職務の内容を家庭裁判所に報告します。 

 

 

【未成年後見制度とは】 

 未成年者は，原則として父母の親権に服し，未成年者の監護教育（生活

環境の整備，未成年者の教育など）や財産管理の方針は，親権者が決定す

る権利と義務を負っています。 

 しかし，親権者の死亡・行方不明などにより親権者が不在となった場合，

それを放置しておくと，未成年者が十分な監護や教育を受けられなかった

り，財産が失われてしまうおそれがあります。このような場合，親権者に

代わって未成年者の監護や教育を行ったり，財産を管理する後見人を選任

し，未成年者を保護するのが未成年後見制度です。 

 家庭裁判所は，未成年者の生活や財産の状況，後見人候補者の経歴や未

成年者との関係など，さまざまな事情を考慮し，未成年者のために誠実に

その職務を果たすことができるかどうかを判断して，後見人を選任します。 

 

【後見人の役割】 

 後見人は，未成年者の監護教育，居所の指定，懲戒及び営業許可などに

ついて親権者と同一の権利・義務を有します。また，未成年者に財産があ

る場合には，それを管理し，その財産に関する売買，贈与，抵当権設定な

どの法律行為について，未成年者を代理します。 

 後見人は，職務の遂行にあたって，未成年者の心身の状態及び生活の状

況に十分に配慮するとともに，財産の管理にあたって，自己の財産を管理

する以上に注意を払わなければなりません。 

 

 

A 

1 
Q 



 - 5 - 

【後見人の責任】 

 このように，後見人の職務は大変重要なものです。そのため，後見人に

は重い責任が課せられています。後見人に不正な行為，著しい不行跡その

他後見の任務に適さない事由があるときには，後見監督人，未成年者，未

成年者の親族，検察官の請求又は職権によって，家庭裁判所が後見人解任

の審判をすることがあります。 

 解任の理由には，未成年者の財産を私的に借用・流用する行為，後見人

としての信用・信頼を失墜させるような行為，後見人の権限を濫用する行

為，適当でない方法で財産を管理する行為等があった場合又は任務を怠っ

た場合などがあります。 

 また，後見人が故意又は過失により未成年者に損害を与えた場合には，

それを賠償しなければなりません。特に悪質な場合は，業務上横領等の刑

事責任を問われることもあります。 

 

【家庭裁判所への相談と後見監督】 

 後見人は，必要に応じて家庭裁判所に連絡や相談をしていただくほか，

家庭裁判所（後見監督人が選任されたら後見監督人）の監督を受けること

になっています（これを後見監督といいます。Ｑ３参照）。 


